
 

図１ 位置図  
 

 

事業位置：大阪市西成区旭 3丁目 1番 15～29号、2番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

防災性向上重点地区 

（約 3,800ha） 

 

特に優先的な取り組みが必

要な密集住宅市街地 

（優先市街地：約 1,300ha） 

西成区 旭地区 



 

＜事業計画・事業箇所図＞ 

 

  

① 事業着手時（現在除却済） ② 改良住宅 ③ 現況道路 

⑥ 地区外改良住宅 ④ 現況道路 ⑤ 地区外住宅建設予定地 



 

図２ 事業概要  

 

旭住宅地区改良事業は、面積０．８１ｈａの区域内において、不良住宅を除却するとともに、

従前居住者のための改良住宅の建設や、道路・公園等の公共施設の整備、オープンスペースの確

保等を一体的に行うことにより、防災面の向上と居住環境の改善を図ることを目的として実施し

ているものである。なお、旭住宅地区改良事業では、住宅が密集している地区内に改良住宅を建

設するスペースがないため、地区外にも改良住宅を建設し、実施している。 

  〈事業内容〉 

・不良住宅の除去（119戸、不良住宅率 85％）、および改良住宅の建設（105戸） 

・道路拡幅、緑地等の整備、児童遊園、集会所等の建設 

計画変更前 

計画変更後 



＜市民との協働によるまちづくり＞ 

・効率的・効果的に事業を進めるため、事業対象区域の住民等で組織されたまちづくり協議会を

設置している。 

・まちづくり協議会は住民からの意見・要望を取りまとめ、本市と意見交換等を行うことにより、

地域住民の声を事業に反映させる役割を担っている。また、本市からもまちづくり協議会を通

じて住民に対して情報提供を行い、地元との連携を進め、事業を効率的・効果的に進める役割

を果たしている。 

・下記の要望・苦情・評価は、旭住宅改良地区まちづくり協議会の活動を通じて取りまとめられ

たものである。 

  

【要望】 

・早期の事業推進 

・バリアフリー･セキュリティーに配慮した改良住宅の建設 

 

【苦情】 

・近隣等との付き合いが失われるのではないかという不安がある。 

・今の家に住み続けたい。 

 

【評価】（既に移転されている方々の意見） 

・住環境が従前の住居と比べ向上した。 

・オープンスペースが確保され防災面が向上し、地域コミュニティも保たれている。 

住民周知用ニュースの発行 

学習会の様子 

意見交換の様子 



 

図３ 費用便益分析の概要 （３ 事業の必要性の視点 ② 費用便益分析） 
 

【費用便益分析の算出方法】 

 

■分析フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【費用便益分析の結果概要】 

 

■結果概要 

事業 
費用 

（億円） 

便益 

（億円） 

費用便益比 

（Ｂ／Ｃ） 

旭住宅地区改良事業 59.6 億円 61.3 億円 1.03 

（参考）住宅地区改良事業の新規事業採択時評価の採択基準は費用便益比 0.5以上である 

  

費用の現在価値 便益の現在価値 

住宅地区改良事業 

①公共施設等の整備 

・工事費 

・用地費 

②改良住宅等の整備 

・建設費等 

・用地費 

・維持管理費 

③不良住宅買収除却 

・買収除却費 

 

 

 

住宅地区改良事業 

①公共施設整備による住環境向上効果 

・道路等の整備による土地評価向上 

・残存価値 

②良質な住宅ストック形成効果 

・帰属家賃 

（事業実施により発生する家賃収入） 

・代替費用 

（高齢社会対応） 

・残存価値 

１．費用の計測 2．便益の計測 

年次別費用 (47年) 年次別便益 (47年) 

現在価値化 

費用便益費（Ｂ／Ｃ） 

結果の整理 

割引率(4%) 割引率(4%) 



 

図４ 進捗状況① （４ 事業の実現見通しの視点 ③ 事業規模） 

 

■不良住宅除却の進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※過年度は H25以前に用地取得済み。住宅番号 111は H26取得済み。 

 

【用地取得及び除却の進捗状況】 

  
・用地取得率 29.8％（H21）→31.3％（H26） 

・不良住宅除却数 18戸（H21）→21戸（H26） 

・不良住宅除却率 15.1％（H21）→17.6％（H26） 

 

・事業開始から 14年近くが経過し、住民の高齢化、建物の老朽化が一層進んでおり、万一、

南海・東南海地震等の大規模地震や、大火災が発生した場合、甚大な被害がもたらされる

ことが想定される状況にある。事業の早期収束を図るため、未買収地の大半を占める複数

の大型地主に対し、より積極的・集中的に交渉を行い、遅くとも平成 29年度中には事業協

力を取り付け、不良住宅の除却を進めるとともに必要となる改良住宅を建設し、密集住宅

市街地の早期解消を目指す。 



 

図５ 進捗状況② （４ 事業の実現見通しの視点 ③ 事業規模） 

 

■建設計画の進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【建設計画等の進捗状況】 

 

  
・改良住宅建設数 31戸（H21）→45戸（H26） 

・改良住宅建設率 29.5％（H21）→42.9％（H26） 

 

残事業 

・改良住宅 60戸、作業所 2戸、店舗 3戸、集会所 1棟 

・緑地 4,702㎡ 

・児童遊園 456㎡ 

・道路整備 1,388㎡ 

 

・引き続き用地取得に努め、住宅建設敷地が確保できた時点で順次改良住宅建設に着手し、 

平成 31年度に事業を完了させる。 

改良住宅 竣工済（31戸） 

改良住宅 竣工済（14 戸） 

平成 29年度 

改良住宅（10戸） 

建設予定 

 

平成 30年度 

改良住宅（50戸） 

建設予定 

平成 30年度 

作業所建設予定 

平成 30年度 

店舗建設予定 

平成 31年度 

集会所建設予定 



 

図６ 進捗率の推移 （４ 事業の実現見通しの視点 ④ 総事業費) 

 

 

■事業進捗率 (単位：% 総事業費ベース) 

 
※現在の計画の全体事業費を 100 とした場合の事業進捗率を示す 

 

 

■残事業費（H26.3時点） 

事業 総事業費 既投資額 残事業費 進捗率 

旭住宅地区改良事業 54 億円 26 億円 28 億円 48％ 

 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

当初の事業完了予定 

H21事業再評価時の事業完了予定 

今回再評価時の事業完了予定 
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